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こうした状況において、単一 補償制度の永続性が問題 となった。1984 年1 月H 日に、社会パート
ナーと国の間で、2 つの補償制度‐ 保険制度 と連帯制度一を分離することを定める協定が調印さ れ
た。新協定は2 つのタイプの手当一基本手当（l'allocationdebase ）と権利終了手当（'allocationdefindedroits
）一を設けた。 経済的理由で解雇された者への特別手当 は廃止された。補償期間 は、賃
金労働が12 ヶ月未満の手当受給者の場合は引 き下げられ、 基本手当 の支給期間は減らされた。し か
し、財政的困難 はついて回った。1986 年の新しい協定は、拠出金を増額させると同時 に手当 をさら
に引 き下げた。
経済成長の回復 とともに失業者数は安定化し、1988 年 には失業保険財政は16億フランの黒字 とな
り、UNEDIC の財政状況 は再建された。この年、手当受給者が報酬の支払われる養成を受けること
ができるようにする養成再就職斡旋手当（AFR ）が新設された。1989 年末の交渉は良い条件 のもと
で開かれ、1990 年7 月1 日の協約 は、養成を受 ける求職者のために新しい手当を創設（その後廃止）
し、失業手当を併給しうる「短縮された労働（l'activite「eduite」」の原則を拡大し、養成再就職斡旋
手当（AFR ）受給者のために、旅費手当 と宿泊手当を設けた。1990 年末に、黒字は36億 に達した。
だが、1990 年から突然に急激な失業の悪化が始 まった。保険料を拠出する労働者 の数は52万人減
少 する一方で、失業者数 は1990 年半 ばと1993 年末の間で80 万人増加した。UNEDIC の財政 は同じ速
さで悪化し、1992 年末 に、赤字 は245 億フランに達し、1993 年末には、330 億フラン弱になった。1991
年12 月 と1992年7 月に、社会パート ナーによって2 つの協定が調印された。基本手当と権利
終了 手当 は単一逓減手当（AUD ）によって取って代わられた。AUD の金額は、その名 前が示 すよ
うに、失業 が長引 くにつれて低下 する。 それでも財政悪化 を抑 えるには十分ではなかった。 財政の
悪化は続いた。失業保険制度の自立原則 を問題にし、ANPE と成人職業 養成協会（AFPA ）を併合
してUNEDIC を再編成することで「雇用の大公共事業 （≪grandservicepublicdel'emploi ）」 の中
に失業 保険制度を統合するという労働大臣 ミシェル・ジロー（MichelGiraud ）の脅かし に直面して、
社会パートナーは1993 年 フ月に新たな合意 に達した。法定額を超える労働契約破棄手当金に応じて
計算される待機期間が設置されたり、非公然の職業労働の場合 の処罰が非常に厳格 になったり、年
齢 に応じて権利開始条件変 わるなど、給付は改めて切 り下げられた。結局、1991 、1992 、1993 年の3
つの協定 により、UNEDIC はほぽ5oa 億フランを節約した。しかし、失業保険 へのアクセスを制限
する条件（最後の8 ヶ月のうち4 ヶ月の拠出）のために、約65万人 の求職者が補償を受 けられなくな
り、1995年からは、毎月、権利終了に達したほぼ5 万人 の失業者が国の連帯制度やRMI に回された。
こうした措置により、失業の増加が安定するのに伴って、1996年から、UNEDIC は年度末に黒字 を
計上できるようになった。2000
年 までの失業補償の諸原則 を定めた1997 年1 月1 日の協約は、年末に120 億フランの黒字を予
想した。社会パートナーは、失業手当の逓減制の原則 を維持しつつ、少し譲歩することを決め、逓






























































































年5 月1 日以前、季節的セクターの労働者の失業期間、および連続する3 年間、毎年同じ時
期に失業する労働者の失業期間はまったく補償されなかった。季節的失業の職業の移り変わりや、1
年の他の期間において労働供給がないという性質を考慮して、社会パートナーは規則を手直しす







潜在的 に補償を受 けられる人々の全体、すなわちカテゴリー1,2,3,6,7,8 の求職者および求
職を免除された大 は、1997 年12 月31 日において、439 万人である。 このうち、232 万5 千7 百人が補
償されていた。183 万1 千2 百人 は失業保険制度 によって、49 万2 千5 百人 は連帯制度（国）によっ
て補償されていた。失業者と求職免除者の総数 に対する（:失業保険 と連帯 による）補償された失業
者数の割合 を示 す補償率（letauxdecouverture ）は、1993 年末には61.1％であったが、1997 年には52.9
％であった。失業保険制度だけから補 償される失業者 の補償率 もまた、1993 年末の5口 ％から1997
年末の41.7％へ低下し た。 およそ2 人 に1 人 の失業 者は手当 を受 給していないことになった。





































表1 雇用復帰支援手当(ARE) の給付期間（2003年1 月1 日以降の労働契約終了の場合）
加 入 期 間 年 齢 補 償 期 間







出 所 ：ClaudeLobry,DroUdutravailetSecuritesociale ，Chiron,2004,p.128.




SR ≦1000.40 基準日額賃金の75％ - -





I818.82＜SR ≦9904.00 基準日額賃金の57.4％ 34.61～189.50 1O38.3O～5685.OO
SR ＞9904.00(UNEDICの上限) 基準日額賃金上限の57.4％ 189.50 5685.00
出所: 表1 と同じ。2.
単一逓減手当（L'allocationuniquedegressive:AUD ）"）
単一 逓減手当 （AUD ） は、ARE がで きる前 までフランスの失業保険制度 の最も基本的な給付で
あった。それは、十分 に拠出した失業者 に支給される失業手当であった。AUD は、1992年 の協約に













































を考慮すると、1997年に、AUD の名称で給付を受けた失業者数はほぼ6 百万人に達する。AUD は、
労使の拠出金を財源とし、1997年には900億フランが拠出され、失業保険制度で最大の規模の制度と
なっていた。2001

















千万フランとなり、それは『支給されなかった』給付総額が3 億5 千4 百万フランであることを表
していた。
4 。高齢失業者手当(L'allocationchSmeurs §ges:ACA)











































































































































末 には約38 万人 まで減った。15)
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表3 特定連帯手当（ASS ）の給付額（2004年1 月1 日時点、 単位：ユーロ）
家 族 状 況 月 収 額 手 当 月 額
単 身 者 O～550.40 412.80（＝13.76毛×30日）
550.40～963.20 月収－963.20
963.20超 無


















表4 社会参入手当（AI）の給付額（2004年1 月1 日時点、単位：ユーロ）
家 族 状 況 月 収 額 手 当 月 額
単 身 者 O～581.40 290.70（＝9.69｛ ×30日）
581.40～872.10 月収-872.10
872.10超 無





特定待機手当(ASA) は、ASS を受給する高齢失業者対象の措置である。それは、1998年6 月に
創設され、老齢保険に40年間拠出した60歳未満の求職者に、月にグロスで1750F の一括手当が得られ
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るようにするもので、彼 らがASS （ またはRMI ）と合わせて月最低5 千フランが得 られるようにす
るものであった。ASA は既に受給し ている社会的最低限（ASS またはRMI ）に補足 として追加支給
された。 この手当は国によって創設されたが、ASSEDIC によって支給されていた。ASA
を創ることで、国 は、多数 の連帯制度の手当受給者から出 された要求に応えたい と考 えた。1997
年1 月1 日以後、失業保険制度 から補償された失業者は高齢失業者手当（ACA ）を受給 する。ASA
の措置は、雇用代替手当（ARPE ）を受給できない－ARPE という早期退職年金 の措置 は代償




例:16 歳で働き始め、53歳で職を失った人の場合。45 ヶ月間失業保険からmm され、権利終了 になった後で、彼
はI ヶ月前からASS を受給している。現在56歳である。彼のASS （彼は55歳以上なので割増が付く）は6 月














成研修受講者として報酬を受け取り、年にほぽ4 億1 千2 百万フランがこの措置に割り当てられた。







































年1 月1 日現在で、2352ユーロ）の範囲内の部分では前の賃金の65％で、上限の1 倍から2 倍の賃
金部分では50％である。最低日額が保証されており、毎年改訂されている。この給付から社会拠出
金が天引きされる。（1998年において、社会保障1.7％、CSG6.2 ％、CRDSO.5 ％、合計で8.40％）SMIC















VI. そ の 他 の 給 付1.
特別転換手当（L'allocationspecifiquedeconversion:ASC ）
転換契約 （conventiondeconversion ）の措置は、行政による解雇認可廃止の結果 を予防するため
に、1986 年 に社会パートナーによって設けられた。 この措置 は、解雇された労働者 の速 やかな再就
職斡旋を促 すことを目的としていた。転換契約は2001 年7 月1 日以 後廃止された。
廃止以前、経済的解雇を行うどんな企業も、解雇する個々の労働者 に転換契約（uneconventiondeconversion
）への加入を提案しなければならない（労働法典L321 条13項1 ）。労働者 は同意して も拒
否して もよい。転換契約に加入するためには、労働者は、 その企業における最低2 年の勤続、57 歳
未満であること、加入時点において労働 に適していること、同一の職業活動を再開しないことを証
明し なければならない。 これらの条件 が満たされて加入すると解雇予告（preavis）が行われずに労
働契約 は解消される。解雇予告手当は支払われない。 その代わりに、特定転換手当 （ASC ）が、労




転換契約 へ加入することにより、解雇 された労働者 は、特定転換手当（ASC ）の受給 に加えて、
求職活動において個別化された支援を6 ヶ月間受けることがで きる。彼はANPE の専門 チーム一転
職斡旋専門組織、 また幹部の場合、幹部雇用協会 （Associationpourl'emploidescadre:APEC ）
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一によって支援される。彼はそのとき、能力水準評価や職業適性評価を受けたり、求職の訓練 を受
けたり、場合によっては、300 時間 という限られた期間の養成を受けることができる。転換契約 は、
その名前が想起させるものとは逆に、労働者が転職するのを援助することを目的 として はおらず、
速やかに転職斡旋がなされることを目的 としているので、 こうしたことが行 われた。転換契約の期
間中の労働者 を雇う事業主は、前 の事業主が支払わなかった2 ヶ月の解雇予告金（preavis）と同価値
の雇用援助を受給することができる。
転換契約を選択した被解雇労働 者は、転換契約の期間中ずっとASC を受 け取 る。ASC は、転換
契約の最初の2 ヶ月間 はグロスの賃金 の83.4％であるが、次の4 ヶ月間は70.4％となる。ASC からは8.6
％の社会控除が天引きされる。社会控除 とは、社会保障拠出金、CSG 、CRDS 、補足年金拠出金
に充てられるものである。転換契約が続 く6 ヶ月間が終わったときに転職先が斡旋されていない場
合、労働者は求職者として登録 することになる。その時、彼は、労働契約終了時点の彼の賃金 に基
づいて算定されAUD を受 給することができる。しかし、AUD が逓減しない完全な割合で支給 され
る期間は75日短くされる。
また、ASC に加入した個々の労働者のために、前の事業主は、2ヶ月の解雇予告手当 に等しい金額
－いくつかの条件において低 く見積 もられることがあり得 るーをASSEDIC に支払う必要がある。
この金額 に、労働者一人につ き一定額の一括金が追加徴収 され、 養成資金に繰り入れられる。事業
主、UNEDIC そして国から集められた資金は、転換契約管理協会（AGCC ）によって管理される。
この資金が、転換契約 に加入中の労働者 の支援、補償、養成の財 源に充てられる。1997 年において、
ほぽ14 万人が関係する転換契約に、およそ70 億フランが割り当てられていた。2001年の新協定後 は、
雇用復帰支援手当（ARE ） に統合された。19)
2 。賃金保証制度 （Leregimedegarantiedessalaires ）
賃金保証制度を管理する労働者債権保証制度管理協会 （L'associationpourlagestionduregimed'assurancedescreancesdessalaries:AGS
）は、1974 年における1973 年12 月27 日法施行 の際に、CNPF
（フランス経営者全国評議会） とCGPME ．CNMCCA （全国協同・農業信用共済組合連盟）
によって創設された経営者の組織であ る。AGS は、企業 の更生や法定清算の場合に、そうした事業
主 のところの労働者に賃金や 解雇予告や手当 を支払 うことを使命 としている。 取り決めにより、AGS
は、全国賃金保証基金（Fondsnationaldegarantiedessalaires:FNGS ）と呼ばれる保証制度
の管理 をUNEDIC に委ねた。全国UNEDIC-AGS 委員会は6 つの地域委員会に分かれるが、フラ
ンス（海外県 も含む）国内の14 の地 方センターと連携してい る。徴収 と支給の手続きに関し て、UNEDIC
はAGS に技術的援助一特に経理面、法律面、統計面で一 を与える。ASSEDIC やGARP
は、拠出金（もっぱら事業主の拠出で、労働者は拠出しない）の徴収や賃金保証制度の地方機関で
あ るAGS 管理・研究センターの求 めにより、裁判を担当する。AGS は企業が支払う拠出割合 を決
める。事業主だけが、賃金の0.25% の拠出金 を支払う義務 がある。1997 年において、AGS が貸し付





























億 ユーロを越 えた。2005年初 めには、フランス失業保険は最 も重大な財政危機に直面し、UNEDIC
は破産の瀬戸際にある」23)といわれた。
また、2004年4 月15日には、2002年12月に社会パートナー（CGT とFO を除く）によって決定さ
れた失業補償期間の引き下げに反対する全国抗議行動が、失業者4 団体によって組織された。この
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